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要要  旨旨：本研究は，インクルーシブ教育の推進に関する数量的な分析を行い，国際的な

状況と変化，背景要因を捉えることを目的とした．欧州特別なニーズとインクルーシブ教

育機構(EASNIE)の最新データを主な分析対象とした．その結果，欧州 29 ヵ国 5 地域に

おいて SEN 認定率は 1.02％から 25.12％であり，日本は 5％と中間的な位置付けにあっ

た．全生徒に占める分離率は 0.55％から 5.63％であり，日本は 3.63％と高い水準にあっ

た．また，背景要因として，人口密度と GDP に占める教育予算を検討した結果，人口密

度は分離率に影響する一方，教育予算は影響要因としては弱いことが示された．さらに，

障害者権利条約が採択され，各国でインクルーシブ教育が推進される中，多くの国で分離

率が減少する傾向であった．今後，行政やカリキュラム等の質的な観点を取り入れた国際

比較を行い，インクルーシブ教育の状況をさらに検討する必要がある．

KKeeyy  WWoorrddss：： インクルーシブ教育，特別な教育的ニーズ，実証的研究，

国際比較

● 

ⅠⅠ．．ははじじめめにに   

1994年にUNESCOとスペイン政府共催によ

る「特別なニーズ教育に関する世界会議」にお

いて「サラマンカ宣言」(Salamanca Stateme
nt)が採択された．サラマンカ宣言では，「万人

のための教育」(Education for All)の達成に向

け，障害を含む「特別な教育的ニーズ」(Speci
al Educational Needs，SEN)のある子どもを

対象としたインクルーシブ教育の促進が検討

された．そして，2006年には国際連合(United 
Nations)が「障害者の権利に関する条約」(Con
vention of Rights for Persons with Disabil
ities，CRPD)を採択した．CRPDの第24条「教

育」は，「インクルーシブ教育システム(inclusive

education system)」を障害のある者とない者

が共に学ぶ仕組みと位置づけ，障害のある人が

一般的な教育制度(general education system)
から排除されず，自己の生活する地域において

教育の機会が与えられ，個人に必要な合理的配

慮(reasonable accommodation)を提供される

ことを目指している．

日本は2007年にCRPDを署名し，インクルー

シブ教育の実現に向け，「特殊教育」から「特別

支援教育」への転換を行ってきた(文部科学省，

2010)18)．そして，2014年に条約批准を行い，イ

ンクルーシブ教育の具現化に舵を切った．しか

し，直島(2018)21)が指摘するように，日本では

「インクルーシブ教育」や「特別な教育的ニー

ズ」などの理念はいまだ曖昧であり，「インクル

ーシブ教育が実質的に行われているとは言い難
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く，克服すべき課題が山積みである」(p.5)21)．

「サラマンカ宣言」とCRPDには世界の共通目

標が設定されているものの，実際のところ，国

の政策や実践のレベルにおいて「インクルーシ

ブ教育」という概念は国の状況により変化し，

かつ多様なものであり，統一して定義づけるこ

とが不可能だと指摘されている(Haug，2017，
p．207)13)．ただし，各国の教育の多様性を捉え，

異なった国の経験を活かすことは，自国のイン

クルーシブ教育についての知見を広げるうえ

で有益であろう(Meijer et al．，1994)15)． 
インクルーシブ教育をめぐる国際的状況と

しては，経済協力開発機構(Organization for 
Economic Co-operation and Development，
OECD)や欧州特別なニーズとインクルーシブ

教育機構(European Agency for Special Nee
ds and Inclusive Education，EASNIE)によ

り包括的な調査が行われている．こうした国際

的な数量的データをまとめ，諸国の状況を把握

することは，インクルーシブ教育を推進してい

く上でも有益な情報となりうるだろう．2016年
以前の欧州諸国のインクルーシブ教育の現状

について考察した論文は，Scwab(2020)29)やRa
mberg & Watskin(2020)28)があるが，EASNI
E(2020)9)の最新データを含む現状を考察する

研究はまだ見当たらない．また，吉利(2016)34)

は欧州特別ニーズ教育開発機構(European Agency
for Development in Special Needs Education，
EADSNE［2014年よりEASNIEに改称］)の2004
年から2010年までの傾向を明らかにし，日本の

国際的な位置づけを検討した．その結果，欧米諸

国と比べると，日本におけるSEN生徒の認定率

がやや低い水準にあった一方，SEN生徒の分離

率がやや高い水準にあった．それより10年が経

過し，CRPDをめぐる状況も変化していること

から，欧州を中心としたインクルーシブ教育の

実態にも新たな動きがみられると考えられる． 
そこで本研究は，インクルーシブ教育の推進

に関する数量的な分析を行い，国際的な状況及

び変化，その背景にある要因を捉えることを試

みる．インクルーシブ教育の展開を世界的な視

点から捉え，今後における施策の方向性や課題

を展望することは重要であろう．そこから得ら

れた知見は，各国においてインクルーシブ教育

を浸透させるための基盤的条件を示唆する知

見となり得る． 
 

● 
ⅡⅡ．．方方法法  

 
１１．．イインンククルルーーシシブブ教教育育のの現現状状把把握握  

欧州諸国における現状を把握するために，

EASNIE による 2018 年度の報告書(EASNIE，

2020)9)を分析対象とした．また，日本について

は，文部科学省(2020)20)を分析対象とした．な

お，本研究の対象は義務教育段階の児童・生徒

(以下，生徒)とした． 
分析の視点は，①全生徒に占める SEN 認定

率，②全生徒および SEN 生徒に占める分離率，

③ SEN 認定率と全生徒に占める分離率の関連

性，の３点である．③については，Meijer et al．
(1994，p．118)15)に基づき，SEN 認定率を「低：

４％未満」，「中：４％以上〜８％未満」，「高：

８％以上」に分け，全生徒に占める分離率を

「低：１％未満」，「中：１％以上〜２％未満」，

「高：２％以上」に分類した．なお，SEN 認定

率と全生徒に占める分離率のデータに欠損の

ない 23 ヵ国２地域を分析対象とした． 
 

２２．．イインンククルルーーシシブブ教教育育のの促促進進にに関関与与すするるとと考考ええらられれるる  

背背景景要要因因  

Meijer et al．(1994，p．1)15)は，教育に影響

する要因として，人口構成，人口密度，国内総

生産(GDP)，法律，倫理上の価値観などを挙げ

ている．そのうち，本研究では国際的な数量的

データのある人口密度と GDP に占める教育予

算をインクルーシブ教育の促進に関与する要

因として想定し分析する．その理由と分析手続

きは，以下のとおりである． 
（１）人口密度 

Meijer ＆  Jager(2001)16)は，人口密度が

SEN 生徒の分離率に影響する要因の一つであ

ると述べている．それによれば，人口密度が低

い国は，特別な学校および特別な学級の設置が

経済的に効果的でないことを示している．特に，

特別な学校の場合，設置された学校が遠くなる

ことから，移動の負担や居住地域の同級生との

交流が少なくなると指摘しており，人口密度が

低いほど分離率が低くなる傾向にあることが 
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欧州および日本におけるインクルーシブ教育の動向とその影響要因 

示されている．一方，人口密度が高い国では特

別な学校や特別な学級を設置するデメリット

が少なく，人口密度が高いほど分離率が高くな

る傾向が説明されている(p.147)16)．そこで，本

研究ではこの解釈を仮説として採用し，最新の

データに基づいて，その妥当性を検証する． 
分析対象としたデータは United Nations

(2017a)31)の 2017 年時点における欧州諸国と

日本の人口密度であった．なお，EASNIE
(2020)9)では，イギリスの 4 つの地域(イングラ

ンド，スコットランド，北アイルランド，ウェ

ールズ)を分けて報告しているため，イギリスの

各地域のデータについては ， Office for 
National Statistics (2017)24)を活用した．また，

人口密度と分離率の関連性をみるために，人口

密度を「100 人/ｋｍ²未満」，「100 人/ｋｍ²以上

〜150 人/ｋｍ²未満」，「150 人/ｋｍ²以上」に分

け，全生徒に占める分離率を「低：１％未満」，

「中：１％以上〜２％未満」，「高：２％以上」

に分類した． 
（２）GDPに占める教育予算 

各国のインクルーシブ教育と国家予算の関

係性についての研究は，主に 2 つ傾向に分かれ

ると考える．一つ目はインクルーシブ教育にお

ける財政の仕組みについての研究である．

Meijer ＆ Watkins(2019，p.713)17)はインクル

ーシブ教育の推進に向けて財政の仕組みが重

要であると主張している．さらに，Ebersold ＆ 
Meijer(2016，p.39)10)は財政の仕組みを改善す

ることが最も重要だと指摘している． 
そして，二つ目の傾向は，各国の経済力また

は教育予算とインクルーシブ教育の関係性を

数量的に把握する研究である．これらの研究は

まだあまり行われていない ．例えば，

Anastasiou ＆ Keller(2014)2)は 143 ヵ国を対

象として調査を行い，国民総所得(GNI)が SEN
認定率に影響する要因だと明らかにした．そし

て，Entrich(2021，p.35)11)は 52 の国と地域の

GDP，教育予算の割合と SEN 生徒の通常学級

における在籍率との関係性を検討し，GDP 又

は教育予算の割合が高い国において，必ずしも

通常学級への在籍率が高いとは限らないこと

を示した．ただし，Ebersold ＆ Meijer(2016，
p．50)10)は，障害のある子どもを通常学級に配

置するよりも分離措置する方の費用が高いこ

とを指摘している．先行研究では，GDP に占め

る教育予算と全生徒に占める分離率との関連

性はまだ検討されていないため，本研究では，

GDP に占める教育予算が大きいほど，分離措

置率が高くなるのではないかとの仮説を数量

的データから検証する． 
分析にあたり，United Nations(2017b)32)の

GDP(2017 年時点 )及び，OECD(2020)23)の

GDP に対する教育予算の割合(2017 年時点)を
参照し，GDP に占める教育予算の金額を算出

した．さらに，GDP に占める教育予算と全生徒

に占める特別な学校及び特別な学級に在籍す

る SEN 生徒の割合との関係性をみるために，

GDP から算出された教育予算を「1 万ドル未

満」，「1 万ドル以上～5 万ドル未満」，「5 万ドル

以上～10 万ドル未満」，「10 万ドル以上」に分

け，全生徒に占める分離率を「低：１％未満」，

「中：１％以上〜２％未満」，「高：２％以上」

に分類した． 
 

３３．．分分離離教教育育ののパパタターーンンおおよよびび経経年年推推移移  

欧州および日本の分離教育のパターンおよ

び経年推移を把握するために，EADSNE
(2010)4)と EASNIE(2020)9)を用いて全生徒に

占める分離率を整理した．また，日本について

は，文部科学省(2010)18)と文部科学省(2020)20)

を比較した．なお，全生徒に占める特別な学級

の SEN 生徒，全生徒に占める特別な学校の

SEN 生徒の両データに欠損のない 13 ヵ国 3 地

域を分析対象とした． 
  

● 
ⅢⅢ．．結結果果  

  

１１．．イインンククルルーーシシブブ教教育育のの現現状状把把握握  

（１）SEN認定率と分離率の分布 

欧州 29 ヵ国 5 地域および日本のインクルー

シブ教育の現状について Table 1 に示す．SEN
生徒の認定率は 1.02％(スウェーデン)から 25．
12％(スコットランド)まで幅広く分布している．

同様に全生徒に占める分離率は 0.55％(ブルガ

リア)から 5.63％(スロバキア)まで，SEN 生徒

に占める分離率は 8.19％(アイスランド)から

100％(スイス)まで分布している．なお，分析対

象とした国のうち，分離率が 0％に達している

国はない． 
また，日本の SEN 認定率は 5.00％であり，

欧州諸国の分布に位置づけると中間的な位置に

ある．日本の SEN 生徒に占める分離率は，スイ

ス(100％)に次ぐ高さ(72.57％)であり，SEN 生

徒の多くが分離措置されていることがわかる． 
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欧州および日本におけるインクルーシブ教育の動向とその影響要因 

（２）SEN認定率と全生徒に占める分離率の 

関連性 

SEN 認定率と全生徒に占める分離率の関連

性を改めて Table 2 に整理した．認定率が「低：

4％未満」の 8 ヵ国 2 地域のうち，全生徒に占

める分離率が「高：2％以上」の国はオーストリ

ア，スイス(2 ヵ国)のみであり，認定率が低けれ

ば分離率が低い傾向であった．SEN 認定率が

4％以上の 13 ヵ国１地域のうち，分離率が 1％
以上の国は 12 ヵ国１地域であることから，概

ね認定率が高いほど分離率も高くなる傾向で

あった．ただし，ノルウェーはこの傾向に従っ

ていない．また，日本は認定率が「中：4％以上

～8％未満」，分離率が「高：2％以上」であり，

認定率は中程度であるが分離措置が進んでい

ることがわかる． 
 

２２．．イインンククルルーーシシブブ教教育育のの促促進進にに関関与与すするるとと考考ええらられれるる  

背背景景要要因因  

（１）人口密度  

人口密度と全生徒に占める分離率の関連性

を Table 3 に整理した．人口密度の高い(150 人

/km2 以上)グループでは，分離率の低い国がル

クセンブルクの 1 ヵ国のみであり，「人口密度

が高いほど，分離率が高くなる」という傾向が

みられた．一方で，人口密度の低い(100 人/ km2

未満)グループの分離率は幅広く分布している

ことから，「人口密度が低いほど，分離率が低く

なる」という仮説は十分に支持することはでき

なかった． 
（２）GDPに占める教育予算 

GDP から算出された教育機関の支出額と全

生徒に占める SEN 生徒の分離率の関係性を

Table ４に整理した．教育予算が高く(10 万ド

ル以上)，分離率が高い国(2％以上)は日本のみ

であった．一方，教育予算が低く(1万ドル未満)，
分離率が低い国(1％未満)はルクセンブルクの

みであった．以上から，本研究の結果からも，

「GDP に占める教育予算の増加に伴い，全生

徒における分離率が増加する」という仮説の妥

当性を十分に裏づけることはできなかった． 
 

３３．．分分離離教教育育ののパパタターーンンおおよよびび 1100年年間間のの推推移移  

欧州諸国および日本の SEN 生徒における特

別な学級の在籍率と特別な学校の在籍率の推

移を Fig.1 に示す．分析対象とした 13 ヵ国 3
地域のうち，多くの国が特別な学校および特別

な学級への分離率が減少する傾向にあった．具

体的には，特別な学校，特別な学級ともに分離

率が減少しているのは，ギリシャ，フランス，

スロベニア，スロバキア，チェコ共和国，ラト

ビア，ブルガリア(7 ヵ国)であった．特別な学校

の分離率が減少し，特別な学級の分離率が増加

したのは，日本，アイルランド，リトアニア，

フィンランド，イギリス・北アイルランド(4 ヵ

国１地域)であった．特別な学校の分離率が増加

TTaabbllee  22    SSEENN認認定定率率とと全全生生徒徒にに占占めめるる分分離離率率にに基基づづいいたた分分類類  

 全生徒の 
分離率 

SEN認定率 
低：1％未満 

中：1％以上 
～2％未満 

高：2％以上 

低：4％未満 

スペイン， 
ブルガリア， 
ルクセンブルグ 
（３ヵ国） 

イギリス・イングラ
ンド， 
イギリス・ウェール
ズ， 
フランス， 
ポーランド 
（２ヵ国，２地域） 

オーストリア， 
スイス 
（２ヵ国） 

中：4％以上 
～8％未満 

ノルウェー 
（１ヵ国） 

イギリス・北アイル
ランド， 
ギリシャ， 
アイルランド， 
ポルトガル 
（３ヵ国，１地域） 

日本， 
ラトビア， 
エストニア， 
フィンランド， 
スロベニア 
（５ヵ国） 

高：8％以上 
 リトアニア， 

アイスランド 
（２ヵ国） 

チェコ共和国， 
スロバキア 
（２ヵ国） 
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し，特別な学級の分離率が減少したのは，イギ

リス・イングランド(1 地域)であった．特別な学

校，特別な学級ともに分離率が増加している国

は，アイスランド，エストニア，イギリス・ウ

ェールズ(２ヵ国１地域)であった． 
 
 
 

● 
ⅣⅣ．．考考察察  

 
１１．．イインンククルルーーシシブブ教教育育のの現現状状把把握握  

（１）全生徒に占める SEN認定率 

欧州 29 ヵ国 5 地域では，SEN 生徒の認定率 
が 1.02％から 25.12％までと幅広く分布して 
 

TTaabbllee  44    GGDDPPにに占占めめるる教教育育予予算算とと全全生生徒徒にに占占めめるる分分離離率率にに基基づづいいたた分分類類  

  全生徒に占める
分離率 

GDPに占め
る教育予算 

低：１％未満 中：１～２％ 高：２％以上 

1万ドル未満 

ルクセンブルク 
（１ヵ国） 

アイスランド， 
リトアニア 
（２ヵ国） 

チェコ共和国， 
エストニア， 
ラトビア， 
スロベニア, 
スロバキア 
（５ヵ国） 

１万ドル以上 
～5万ドル未満 

ノルウェー 
（１ヵ国） 

アイルランド， 
ポーランド， 
ポルトガル 
（３ヵ国） 

オーストリア， 
フィンランド， 
オランダ 
（３ヵ国） 

5万ドル以上 
～10万ドル未満 

スペイン 
（１ヵ国） 

  

10万ドル以上 
 フランス 

（１ヵ国） 
日本 
（１ヵ国） 

  

TTaabbllee  33    人人口口密密度度とと全全生生徒徒にに占占めめるる分分離離率率にに基基づづいいたた分分類類  

 全生徒に占め
る分離率 

人口密度 
低：１％未満 中：１～２％ 高：２％以上 

100人/ｋｍ2未満 

ノルウェー， 
ブルガリア， 
セルビア， 
スペイン 
（４ヵ国） 

アイスランド， 
ギリシャ， 
アイルランド， 
リトアニア 
（４ヵ国） 

フィンランド， 
エストニア， 
ラトビア 
（３ヵ国） 

100人/ｋｍ2以上～ 
150人/ｋｍ2未満 

 フランス， 
ポーランド， 
ポルトガル， 
イギリス・ウェール
ズ 
（３ヵ国，１地域） 

オーストリア， 
チェコ共和国， 
スロバキア， 
スロベニア， 
イギリス・北アイル
ランド 
（４ヵ国，１地域） 

150人/ｋｍ2以上 

ルクセンブルク 
（１ヵ国） 

イギリス・イングラ
ンド 
（１地域） 

オランダ， 
スイス， 
日本 
（３ヵ国） 
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欧州および日本におけるインクルーシブ教育の動向とその影響要因 

いた．主な要因の１つとして，国や地域ごとに規

定される SEN 認定の範囲の違いがあると考え

られる．SEN 認定範囲とは，OECD(2009)22)に

よれば，カテゴリーA(医療的に定義される障害

－Disabilities)，カテゴリーB(情緒障害や行動障

害による困難－Difficulties)，カテゴリーC(社会

的な要因による不利－Disadvantages)の３つを

指す．例えば，エストニアやリトアニアはカテゴ

リーA， B， C を認定範囲とする一方で，マル

タとスロベニアはカテゴリーA，B のみであった． 
また，EASNIE(2020)9)において SEN 認定率

が最も高いスコットランドでは，「家族の問題」，

「コミュニケーション支援ニーズ」，「ヤングケ

ラー」のような，「追加的支援ニーズ」

(additional support needs)が 24 種類あり

(Gillooly ＆ Riddell，2019)12)，認定率が 10．
3％(2010 年)から 28．7％(2018 年)に上昇して

いる．一方，最も認定率が低いスウェーデンで

は，「特別な支援を要する生徒は他の生徒と違

うグループとして扱いや定義されるべきでは

ない」(EADSNE，2012，p．65)5)とされ，SEN
の定義が規定されていない．EASNIE(2020)9)

に示されたスウェーデンの「認定率」は，特別

なプログラムと特別な学校の教育を受ける生

徒の割合である．つまり，SEN の認定範囲が広

いほど，認定率が高くなる傾向にあり，認定範

囲が狭いほど，認定率が低くなると考えられた． 
さらに， Schwab(2020)29) の調査では，

EASNIE(2017)7)の 2014 年度の報告書には欧

州諸国の SEN 生徒認定率が 1.1％から 17.5％
まで，EASNIE(2018)8)の 2016 年度では 1.06％
から 20.5％まで分布していた．これらの結果と

比較し，本研究が分析対象とした 2018 年の報

告書 9)の SEN 生徒の認定率の分布は最も幅広

く，国・地域間格差が徐々に拡大する傾向がみ

てとれる．ただし，Table １に示すように，認

定率が明らかに変化してきた国は数ヵ国(アイ

スランド，マルタ，ポルトガル，スロバキア，

スコットランド)であり，認定率の変化の程度は

国や地域によって異なる． 
Table 1 より，日本の 2010 年度の SEN 認定

率は2.54%であったが，2020年度は5%であり，

認定率は上昇傾向にある．しかし，2020 年度に

認定率が高いスコットランド(25.12％)と比較

すると未だ低く，社会的な要因によって特別な

教育的ニーズのある子どもに対する支援が，日

本は未だ充実しているとは言い切れない．今後，

日本においても貧困家庭の子ども等に対する

支援を拡充していく必要があるだろう． 
 

（２）全生徒及び SEN生徒に占める分離率 

分析対象とした国のうち，全生徒の分離率が

FFiigg..11  SSEENN生生徒徒ににおおけけるる特特別別なな学学級級とと特特別別なな学学校校のの在在籍籍率率のの推推移移      
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0％に達した国はないことから，フル・インクル

ージョン(full inclusion)を完全に達成した国は

なかった．フル･インクルージョンの理想を早

期から導入したイタリアにおいても，特別な学

校に在籍する生徒がかなり少ないとはいえ，分

離教育は未だ存在しているといえるだろう． 
全生徒及び SEN 生徒に占める分離率も幅広

く分布していた．欧州諸国におけるインクルー

シブ教育政策の類型について，EADSNE(2003，
p.124-125)3)は 3 種類を挙げている．それは，主

に通常学級における教育を中心とする「単線型

アプローチ」(one-track approach)，インクルー

ジョンに向けて多様な教育形態を提供する「多

線型アプローチ」(multi-track approach)，特別

な学校や特別な学級の教育を中心とする「複線

型アプローチ」(two-track approach)である．こ

のように，各国はインクルーシブ教育に対して

異なるアプローチを進めているため，分離措置

に対する教育の捉え方も異なり，分離率が幅広

く分布したのではないかと考えられる． 
日本は，2020 年度の SEN 生徒に占める分離

率が 72.57%であり，欧州諸国と比較しても高

い水準にある．つまり，SEN 認定を受けた子ど

もの多くが特別支援学校や特別支援学級での

分離教育を受けていることが分かる．CRPD の

第 24 条に掲げられる「障害のある者とない者

が共に学ぶ仕組み」を目指すために，教育環境

や制度の在り方を今一度見直すべきであろう． 
（３）SEN認定率と全生徒に占める分離率の 

関連性 

本研究の数量的なデータを通して，SEN 認定

率が高くなれば全生徒に占める分離率も高く

なるという傾向は明らかになった．吉利

(2016)34)の調査結果でも同様の傾向がみられる．

ただし，Entrich(2021，p.36)11)は，SEN 認定

率が高い国では，通常学級に在籍する SEN 生

徒の割合が他の国より高いことを指摘してい

る．この状況に関して，Powell(2011，p.23)27)

は『「特別な教育的ニーズ」のある生徒が増えれ

ば，分離教育とインクルーシブ教育の両方の割

合が上昇する可能性がある』というパラドック

スを述べており，本研究の結果からもある程度

その傾向が見てとれた． 
しかし，SEN 認定率が高くなれば分離率も高

くなるという傾向に従わない国もある．例えば，

ノルウェーでは，SEN 認定率が高い一方で，分

離率が低い．数量的な観点からみると，ノルウ

ェーは前述した「万人のための教育」と「イン

クルーシブ教育システム」という概念に近づい

ている国であろう．Partouche(2018，p.234)26)

によれば，2011-2012 年度にノルウェーの SEN
認定率は 5.5％から 8.2％まで急激に増加した．

その背景に，当時の PISA テストの結果が芳し

くなく，生徒のスキルを向上させる必要性が高

まったことが指摘されている．さらに，ノルウ

ェーには，「平等主義」(egalitarian)という伝統

的な思想があり，通常学級に在籍することが

SEN 生徒に良い影響を及ぼすと考えられてい

ることから，分離教育は主な教育形態とされて

いない(Partouche，2018，p.236)26)．ノルウェ

ーでは，国際比較の結果や文化的な背景が分離

率の低さに影響した可能性がある． 
 
２２．．イインンククルルーーシシブブ教教育育のの促促進進にに関関与与すするるとと考考ええらられれるる  

背背景景要要因因  

（１）人口密度 

人口密度が高いほど，分離率が高いという傾

向からみると，Meijer ＆ Jager(2001)16)の仮

説は人口密度の高い国にとって妥当だと考え

られる．しかし，イングランドは一つの例外で

あり，人口密度が高く，分離率が低い国であっ

た．この要因について，Meijer ＆  Jager
(2001)16)は早期から実施された効果的なインテ

グレーション政策が影響したと指摘している． 
また，人口密度が低いフィンランドでは，全

生徒に占める分離率は低いと期待されたが，仮

説に反する結果であった．フィンランドでは

「 特 別 な ニ ー ズ 教 育 」 (Special needs 
education) は質の良い教育に向けた国の目標

の一つである(Hausstätter ＆ Takala，2008，
p.121)14)．なお，フィンランドの「特別なニー

ズ教育」は単純に特別な学校や学級で行う教育

ではなく，「大規模で柔軟に多面的に」行われる

フィンランドの特徴的な仕組みである

(Anastasiou ＆ Keller，2010，p.159)1)．特に

「一時的な特別なニーズ教育」 (Part-time 
special needs education)が積極的に取り組ま

れており，2016-2017 年度にこのプログラムを

受ける生徒は，全生徒の 22％を占めている

(Statics Finland， 2018)30)．Table １より，フ

ィンランドの 2018 年度の SEN 認定率は

7.45％であり，SEN 認定を受けていない生徒も

「一時的な特別なニーズ教育」のプログラムを

受けることができていると考えられる．欧州諸

国と比較すると，フィンランドの全生徒に占め

る分離率は高いが，分離措置以外の場において

も，特別な教育的支援を受けることができる国

であるといえる． 
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欧州諸国の全体でみると，人口密度はインク

ルーシブ教育の影響要因の一つだと考えられ

た．しかし，イングランドとフィンランドのよ

うな例外的な国もあり，人口密度はインクルー

シブ教育に対する決定的な要因であるともい

えない．インクルーシブ教育には，人口密度の

ような要因だけではなく，インクルーシブ教育

に関する政策や価値観などの要因も影響して

いるのかもしれない． 
（２）GDPに占める教育予算 

本研究の結果からは，GDP に占める教育予

算の金額は全生徒に占める分離率に影響する

要素ではないと考えられる．教育予算の金額が

高い国だけではなく，教育予算の金額が低い国

のうち，分離率が高い国も多くみられる．特に，

教育予算が下位のグループ(1 万ドル未満)にあ

るチェコ共和国，エストニア，ラトビア，スロ

バキアの 4 ヵ国に注目すると，これらの国は

EADSNE(2010)4)の調査時には全生徒に占め

る分離率が 4％以上であった．つまり，以前か

ら分離教育が浸透していた国では，教育予算の

影響が弱いと考えられる． 
そして，EASNIE(2016，p.18)6)は，教育予算

が減少しても，必ずしも SEN 生徒に対する支

出に影響が及ぶとは限らないと指摘している．

つまり，教育予算より他の要素の方がインクル

ーシブ教育に強く影響したことで，教育予算と

インクルーシブ教育の関係性がみえなくなっ

た可能性がある．また，本研究が対象とした

国々は，世界銀行(World Bank)によると， 2017
年時点にブリガリア以外は高所得国として分

類された国であった(World Bank，2017)33)．高

所得国以外の国・地域を含めて検討すれば，異

なる結果となる可能性があると考えられる． 
 

３３．．諸諸国国のの特特別別ななニニーーズズ教教育育のの近近年年のの傾傾向向  

欧州諸国及び日本の，特別な学校と学級への

分離率を比較すると，多くの国において分離率

が減少する傾向にあった．また，EADSNE の

2010 年度の報告書 4)で，特別な学校と学級への

分離率がいずれも低い水準(20.00％以下)にあ

ったアイスランド，リトアニア，アイルランド

では，EASNIE の 2018 年度の報告書 9)におい

てもその特徴を維持している． 
一方，ギリシャとブルガリアの分離率がこれ

らの国に近づいていることに着目したい．ブル

ガリアでは，SEN 生徒の認定率が上昇している

一方で特別な学校と学級への分離率がいずれも

減少している．また，ギリシャでは 2018 年に至

るまでに大幅に特別な学級への分離率が減少し

た．ギリシャはインクルージョンが進んでいる

特徴的な一例であると考えられる．その背景に

は，ギリシャ法第 3699 号の施行があり，SEN 生

徒が学校等の建物や施設にアクセスしやすくな

ったほか，国内の大学院に初等教育段階におけ

る特別支援教育を学ぶ専門部門が開設され，教

員の専門性が高まった(Pappas et al．，2018)25)． 
最後に，日本では，2006 年に特殊教育から特

別支援教育への転換がなされ，小中学校等にお

いても発達障害を含む障害のある SEN 生徒に

対して適切な教育を行うことなどが義務付け

られた．さらに，2013 年 9 月に学校教育法施

行令が一部改正され，認定就学制度の廃止，本

人及び保護者の意向を可能な限り尊重する総

合的判断の導入等，就学制度の改正が行われた．

また，文部科学省(2012)19)では，障害者権利条

約批准後 10 年間を基準に，環境整備や教職員

の専門性向上のための方策を検討していく方

向性が示されている．今後も継続して各国の状

況や取り組みを分析することで，我が国のイン

クルーシブ教育をさらに推進させていくため

の手がかりを得られるであろう． 
 

● 
ⅤⅤ．．おおわわりりにに  

 
本研究は欧州諸国と日本のインクルーシブ教

育の最新データに基づき，国際比較からインク

ルーシブ教育の現状について考察を行った．各

国のインクルーシブ教育の発展の方向性はそれ

ぞれ異なるため，国の多様性と格差が明らかに

なった．日本の SEN 認定率は，中間的な位置付

けにあり，分離措置で在籍する生徒も増加して

いる．欧州諸国と比較し，分離教育が未だ高い水

準で維持されていることが明らかとなった． 
また，本研究ではインクルーシブ教育に影響

する要因として，人口密度と GDP に占める教育

予算を検討した．その結果，人口密度の増加に伴

い，分離措置を受ける生徒の割合が高くなる傾

向が明らかとなった．一方，本研究の範囲に限っ

ては，GDP に占める教育予算は，分離率に影響

を及ぼす要因としては弱いことが示された． 
なお，インクルーシブ教育は広い概念である

が，本研究は数量的なデータをもとに，SEN 認

定率と分離率という観点に絞った検討であっ

た．Meijer ら(1994，p.5)15)に述べられた Kobi
のインテグレーションのレベルに基づけば，本

研究で検討した範囲は物理的なインテグレー
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ションレベルに過ぎない．今後，カリキュラム

や行政システムなどの質的な観点を取り入れ

た国際比較によって，インクルーシブ教育の状

況をより広義に検討する必要があるだろう． 
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